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Ⅰ 法人の概要 
 

１ 目的 

栃木県のがん医療政策として求められる高度専門医療を提供するとともに、医療に関

する調査及び研究を行い、県内における医療水準の向上を図り、もって県民の健康の確

保及び増進に寄与することを目的とする。 
 

２ 業務内容 

(1)  医療を提供すること。 
(2)  医療に関する調査及び研究を行うこと。 
(3)  医療に関する技術者の研修を行うこと。 
(4)  上記に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 沿革 

平成 28（2016）年４月１日 地方独立行政法人として設立 

 
 ４ 設立根拠法 

   地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号） 

 

５ 設立団体の長 

栃木県知事 
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６ 組織図（平成 30（2018）年４月１日現在） 

 

 

７ 事務所の所在地 

栃木県宇都宮市陽南４丁目９番 13号 

理 事 会 経 営 企 画 室

監 事 事 務 局

超 音 波 セ ン タ ー

病 院 統 括 診 療 部

統 括 技 術 部

薬 剤 部

臨 床 試 験 管 理 セ ン タ ー

広 報 広 聴 セ ン タ ー

ゲ ノ ム セ ン タ ー

研 修 セ ン タ ー

化 学 療 法 セ ン タ ー

緩 和 ケ ア セ ン タ ー

地 域 連 携 セ ン タ ー

理 事 長

研 究 所

Ｔ Ｑ Ｍ （ ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ｸ ｵ ﾘ ﾃ ｨ
ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ） セ ン タ ー

が ん リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン
セ ン タ ー

内 視 鏡 セ ン タ ー

入 退 院 セ ン タ ー

臨 床 検 査 セ ン タ ー

が ん 相 談 支 援 セ ン タ ー

看 護 部

が ん 予 防 情 報
相 談 部
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 ８ 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

                                      （単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増減 期末残高 

設立団体出資金 １，９９２ ０ １，９９２ 

 

９ 役員 (平成 30（2018）年４月１日現在)  

   

役 職 区 分 氏 名 経   歴 
理 事 長 常 勤 菱沼 正一 平成 28（2016）年４月 栃木県立がんセンター 

副理事長（病院長兼務） 

平成 30（2018）年４月 現職（センター長兼務） 

副理事長 常 勤 尾澤  巖 平成 28（2016）年４月 栃木県立がんセンター 

理事（副病院長兼務） 

平成 30（2018）年４月 現職（病院長兼務） 

副理事長 常 勤 永井 茂明 平成 28（2016）年４月 栃木県立がんセンター 

副理事長（事務局長兼務） 

平成 30（2018）年４月 現職（事務局長兼務） 

理   事 常 勤 片野  進 平成 26（2014）年４月 栃木県立がんセンター 

副病院長 

平成 28（2016）年４月 現職（副病院長兼務） 

理   事 常 勤 藤田  伸 平成 28（2016）年４月 栃木県立がんセンター 

統括診療部長 

平成 30（2018）年４月 現職（副病院長兼務） 

理   事 非常勤 若尾 文彦 平成 24（2012）年３月  

国立がん研究センターがん対策情報センター 

センター長 

平成 28（2016）年４月 現職 

理   事 非常勤 小林 健二 平成 28（2016）年４月 

 済生会宇都宮病院 院長 

平成 28（2016）年４月 現職 

監   事 非常勤 薄井 里奈 平成 30（2018）年４月 

 ネクスト・ワン法律事務所 弁護士 

平成 30（2018）年４月 現職 

監   事 非常勤 佐藤千鶴子 昭和 57（1982）年３月 

佐藤千鶴子公認会計士事務所 所長 

平成 28（2016）年４月 現職 
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10 職員の状況 

(1) 常勤職員の数 

 

 

職種 

平成 30（2018） 

年度 

令和元（2019） 

年度 

平成 30(2018)年 

４月１日現在 

平成 31(2019)年 

３月１日現在 

平成 31(2019)年 

４月１日現在 

医師 ５５ ５３ ５４ 

歯科医師 ２ ２ ２ 

レジデント・シニアレジデント ６ ５ ２ 

看護師 ２３８ ２３５ ２３９ 

臨床検査技師 ２７ ２８ ２７ 

診療放射線技師 １８ １９ １９ 

薬剤師 ２１ ２１ ２１ 

管理栄養士 ４ ４ ４ 

保健師 ３ ３ ４ 

理学療法士 ３ ３ ４ 

作業療法士 １ １ １ 

歯科衛生士 １ １ １ 

臨床工学技士 １ １ １ 

医療映像職 １ １ １ 

臨床心理士 １ １ １ 

医療ソーシャルワーカー ３ ２ ２ 

遺伝カウンセラー １ １ １ 

事務 ３２ ３３ ３２ 

特定業務職員 ７ １２ １６ 

合   計 ４２５ ４２６ ４３２ 

 

(2) 非常勤職員の数 

   平成 30（2018）年４月１日現在において 49 人（平成 31（2019）年４月１日現在に

おいて 51人）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 
 

11 法人が設置・運営する病院の概要(平成 30（2018）年４月１日現在) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病 院  名 栃木県立がんセンター 
所 在  地 栃木県宇都宮市陽南４丁目９番 13号 
診 療 科 目 内科、呼吸器内科、消化器内科、血液内科、内分泌内科、精神腫

瘍科、内視鏡内科、緩和ケア科、ペインクリニック内科、腫瘍内

科、外科、呼吸器外科、消化器外科、脳神経外科、乳腺外科、整

形外科、形成外科、内視鏡外科、皮膚科、泌尿器科、婦人科、眼

科、耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、放射線診断科、放

射線治療科、病理診断科、臨床検査科、麻酔科、歯科、歯科口腔

外科（計 31 科）  
病 床  数 一般病床 291 床（うち緩和ケア病棟 24 床） 
入院基本料 
（施設基準） 

一般病床   専門病院入院基本料（７対１入院基本料） 

緩和ケア病棟 緩和ケア病棟入院料 
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 12 財務諸表の要約 

(1) 貸借対照表 

                           （単位：百万円） 
資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 
 有形固定資産     

 無形固定資産 
 投資その他の資産 
流動資産 
 現金及び預金 
 医業未収金 
 未収金 
 貸倒引当金 
 たな卸資産 
 その他流動資産 

９，５９０ 

 ９，１７６ 

０ 

   ４１４ 

３，１４５ 

 １，９０７ 

 １，１３６ 

  ７ 

 △９ 

９９ 

５ 

  

固定負債 
 長期借入金 
 移行前地方債償還債務 
 資産見返負債 
 引当金 
流動負債 
 １年以内返済予定長期借入金 

１年以内返済予定移行前地方債償還債務  
未払費用 
未払金 
未払消費税及び地方消費税 
預り金 
引当金 
 

  ８，２１９ 

      ８７３ 

 ４，６５４ 

  １，０５６ 

１，６３６ 

 ２，６７９ 

      ２２７ 

  １，４６２ 

          １ 

      ６７４ 

          ２ 

        ２６ 

      ２８７ 

負債合計 １０，８９８ 

純資産の部  

資本金 
資本剰余金 
繰越欠損金 

  １，９９２ 

        ３２ 

△１８７       

純資産合計   １，８３７ 

資産合計 １２，７３５ 負債純資産合計 １２，７３５ 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
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(2) 損益計算書 

                                （単位：百万円） 

科目 金額 
営業収益 ９，４３０ 

 医業収益 
 運営費負担金収益 
 資産見返負債戻入 
 受託事業等 

             ７，２９４ 

             １，５０５ 

                 ６２０ 

                   １１ 

営業費用              ９，７２９ 

 医業費用 
 一般管理費 

控除対象外消費税損失 
 資産取得控除対象外消費税償却 

             ９，１９０ 

                 １４７ 

                 ３２６ 

                   ６６ 

営業外収益                  ２１２ 

 運営費負担金収益 
 補助金等収益 
 寄付金収益 
 その他営業外収益 

                   ６７ 

                   ２０ 

                     ０ 

                 １２５ 

営業外費用                  １０７ 

 財務費用 
 雑損失 

                 １０１ 

                     ６ 

臨時利益 ４ 

臨時損失 ０ 

当期純損失 △１９０ 

 （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
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(3) キャッシュ・フロー計算書 

                   （単位：百万円） 
科目 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(Ａ)      ５２３ 

   医療材料の購入による支出 △２，８７９ 

   人件費支出 △３，６４８ 

   その他業務支出      △１，８９６ 

   医業収入        ７，３０４ 

   運営費負担金収入        １，５７２ 

   補助金等収入       ２４ 

     寄附金収入 ０ 

    その他業務収入 １４５ 

      利息受取 ０ 

      利息支払         △１０１ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(Ｂ)           ２５４ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(Ｃ)         △７５７ 

Ⅳ 資金の増加額（又は減少額）(Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ)           ２０ 

Ⅴ 資金の期首残高(Ｅ) １，８８７ 

Ⅵ 資金の期末残高(Ｆ＝Ｄ＋Ｅ)        １，９０７ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
 

(4) 行政サービス実施コスト計算書 

                 （単位：百万円） 
科目 金額 

Ⅰ 業務費用 ２，３９９ 

   損益計算書上の費用 
  （控除）自己収入等 

     ９，８３６ 

    △７，４３７ 

Ⅱ 引当外退職給付増加見積額             ３２ 

Ⅲ 機会費用               ０ 

Ⅳ 行政サービス実施コスト ２，４３０ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
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 13 財務情報 

(1)  財務諸表の概要 

経常収益、経常費用、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な

財務データの状況（増減の主な要因） 
 

（経常収益） 
      平成 30(2018)年度の経常収益は 9,642 百万円となり、前年度と比較して 335 百

万円減（3.4％減）となっている。これは、前年度と比較して運営費負担金収益が

172 百万円減（9.9％減）となったほか、医業収益が 36 百万円減（0.5％減）と 

なったことが主な要因となっている。 

 
（経常費用） 

      平成 30(2018)年度の経常費用は 9,836 百万円となり、前年度と比較して 248 百

万円減（2.5％減）となっている。これは、前年度と比較して医業費用が 236 百万

円減（2.5％減）となったことが主な要因となっている。 

 
（当期総損益） 

      平成 30(2018)年度の当期総損失は 190 百万円となり、前年度と比較して 83百万

円増（77.9％増）となっている。これは、前年度と比較して医業損失が 199 百万

円減（9.5％減）となったものの、損失額は 1,896 百万円と大きく、運営費負担金

などの収益減を補うに至らなかったことが主な要因となっている。 

 
（資産） 

      平成 30(2018)年度末現在の資産合計は 12,735 百万円と、前年度と比較して 654

百万円減（4.9％減）となっている。これは、前年度と比較して減価償却累計額の

増に伴い有形固定資産が 645 百万円減（6.6％減）となったことが主な要因となっ

ている。 

 
（負債） 

      平成 30(2018)年度末現在の負債合計は 10,898 百万円と、前年度と比較して 475

百万円減（4.2％減）となっている。これは、前年度と比較して移行前地方債償還

債務等の固定負債が 935 百万円減（10.2％減）となったことが主な要因となって

いる。 

 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

      平成 30(2018)年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 523 百万円の収入と

なり、前年度と比較して 344 百万円の収入減（39.7％減）となっている。これは、

前年度と比較して運営費負担金収入が 172 百万円減（9.9％減）、医業収入が 119

百万円減（1.6%減）、人件費支出が 107 百万円増（3.0%増）となったことが主な要

因となっている。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
      平成 30(2018)年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 254 百万円の収入と

なり、前年度と比較して 136 百万円の収入減（34.9％減）となっている。これは、

前年度と比較して有形固定資産の取得による支出が 117 百万円増（46.5％増）と

なったことが主な要因となっている。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
      平成 30(2018)年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 757 百万円の支出と

なり、前年度と比較して 120 百万円の支出減（13.6％減）となっている。これは、

前年度と比較して移行前地方債償還債務の償還による支出が 158 百万円減

（12.9％減）となったことが主な要因となっている。 

 

（参考）主要な財務データの経年比較 

 （単位：百万円） 

区分 平 28(2016) 

年度 

平 29(2017) 

年度 

平 30(2018) 

年度 

経常収益 ９，８３２ ９，９７７ ９，６４２ 

経常費用 ９，７２１ １０，０８４ ９，８３６ 

当期純利益［又は（△）損失］ １１０ △１０７ △１９０ 

資産 １４，０６２ １３，３８９ １２，７３５ 

負債 １１，９５０ １１，３７３ １０，８９８ 

利益剰余金［又は（△）繰越欠損金］ １１０ ３ △１８７ 

業務活動によるキャッシュ・フロー ７０５ ８６７ ５２３ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ３ ３９０ ２５４ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △８４０ △８７６ △７５７ 

資金期末残高 １，５０７ １，８８７ １，９０７ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
 
(2) 重要な施設等の整備等の状況 

   ア 当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等 
      なし 
   イ 当事業年度において建替中の主要施設等の新設・拡充 
      なし 
   ウ 当事業年度中に処分した主要施設等 
      なし 
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(3) 予算及び決算の概要 

                               （単位：百万円） 

区分 平成 30(2018)年度 
予算 決算 

収入 
 営業収益 
  医業収益 
  運営費負担金 
  その他営業収益 
 営業外収益 
 臨時利益 
 資本収入 

計 

   

   ９，５９２ 

  ８，０７８ 

１，５０２ 

      １２ 

     ２４４ 

０ 

   １，１５５ 

  １０，９９１ 

 

   ８，８２６ 

   ７，３０９ 

   １，５０５ 

      １２ 

     ２２１ 

０ 

   １，１２９ 

  １０，１７６ 

支出 
 営業費用 
  医業費用 
  一般管理費 
  その他営業費用 
 営業外費用 
 臨時損失 
 資本支出 

計 

 

   ８，６３９ 

   ８，４６５ 

     １５８ 

      １６ 

     １１５ 

０ 

   １，６５１ 

  １０，４０５ 

 

   ８，０３１ 

   ７，８８９ 

１２７ 

      １５ 

     １０７ 

０ 

   １，６２７ 

   ９，７６５ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない

ものがある。 
 

14 事業に関する説明 

(1) 財源の内訳 

     当センターの経常収益は 9,642 百万円で、その内訳は、医業収益 7,294 百万円（収

入の 75.6％）、運営費負担金収益 1,572 百万円（収入の 16.3％）、資産見返負債戻入

620 百万円（収入の 6.4％）、補助金等収益 20 百万円（収入の 0.2％）となっている。 

 

(2) 費用の概要 

     当センターの経常費用は 9,836 百万円で、その概要は、給与費 3,949 百万円（費用

の40.1％）、材料費2,633百万円（費用の26.8％）、経費1,686百万円（費用の17.1％）、

研究研修費 86 百万円（費用の 0.9％）、減価償却費 983 百万円（費用の 10.0％）と

なっている。 
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Ⅱ 平成 30（2018）年度における事業報告 

 

１ 県民に対して提供する医療サービスその他の業務の質の向上に関する事項 

(1) 質の高い医療の提供   
ア  高度で専門的な医療の推進 
・ 平成 24（2012）年から肝胆膵外科高難度手術を年間 50例以上維持し、日本肝胆

膵外科学会による修練施設のランクがＢからＡにアップ 
・ 骨軟部腫瘍・整形外科の入院診療を７月から再開し、県内では実施が困難であっ

た整形外科領域における骨軟部腫瘍の治療を実施 
・ 患者の状態に応じて手術療法、放射線療法、化学療法又はそれらを効果的に組み

合わせた集学的治療を実施 
・ 日本産婦人科内視鏡学会技術認定医が２名となり、婦人科領域の腹腔鏡手術が

増加（年間 171 例） 

・ 子宮体がんに対する傍大動脈リンパ節郭清を含めた腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術

（先進医療）の県内で唯一の施行施設として指定 

・ 消化器外科には日本内視鏡外科学会技術認定医が３名在籍し、手術適応を守り

ながら質の高い低侵襲な鏡視下手術を施行 

・ 遠隔転移陽性症例に対する適応が拡大されたことにより、ＩＭＲＴ（強度変調放

射線治療）の件数が増加 

・ 承認前の医薬品の治験等の臨床研究や新たな標準治療法の確立のため、国内外

の多施設共同研究に参加 

イ  チーム医療の推進 

・ ２月にチームＳＴＥＰＰＳ研修を開催し、全職種から 108 名（初級編 87 名、中

級編 21 名）が受講 

・ 多職種の医療従事者間での連携、協働によるチーム医療を推進するため、プロト

コールに基づく薬物治療管理の取組を開始 

ウ  緩和ケアの推進 

・ 緩和ケアセンターの体制強化を図るため、毎週月曜日に緩和ケアセンター運営

カンファレンスを開催 

・ 宇都宮医療圏緩和ケア地域連携カンファレンスを済生会宇都宮病院と協働で８

回開催 

エ  がん患者のリハビリテーション提供体制の充実 
・ 入院患者の全員に、リハビリテーション総合実施計画書を作成し交付 

・ 術後合併症予防や早期の生活復帰を図るため、周術期リハビリテーションを推

進 

(2) 安全で安心な医療の提供  

ア  医療安全対策等の推進 
・ リスクマネジメント部会において、インシデントや事故報告の原因分析や事故

防止の具体策などについて調査や検討を実施 
・ 医療事故調査制度の改定に伴い、すべての死亡症例について検証を行う体制を
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整備                                                 

・ 医療安全に関する研修については、全職員を対象とした研修や職種ごとにテー

マを設定した研修を 28回開催（全職員対象：７回、職種別等：21 回） 
・ 感染対策委員会が中心となって院内感染の予防、教育のための勉強会を 13 回開

催 
・ 医療の質及び安全性の向上に向けた取組の効果を可視化するため、３月に全職

員を対象に「医療における安全文化調査」を実施 
イ 医療機器、医薬品等の安全管理の徹底 
・ 医学物理士を中心に毎月最終水曜日を放射線治療品質管理日として治療機器の

精度管理を実施 
・ データの信頼を高めるため、ＭＥ（メディカルエンジニア）室において医療機器

の中央一括管理を実施 
ウ 法令・社会規範の遵守及び適切な情報管理 
・ 業務の遂行に必要な法令上の手続については、疑義が生じる都度、関係法令を所

管する機関へ協議や確認を実施  
・ 個人情報の漏えい防止や情報セキュリティ対策の徹底を図るため、全職員を対

象に情報セキュリティ研修を実施（96 名参加） 
(3) 患者・県民の視点に立った医療の提供 
ア 患者及びその家族への医療サービスの充実 

・ インフォームド・コンセントの徹底を図るため、カルテ監査による実施状況の検

証を実施 

・ ２分野（乳がん看護、がん性疼痛）の認定看護師による看護外来において、疾病

を持ちながら地域で療養・社会生活を営む患者やその家族等に対し支援を実施 

・ 放射線治療を受ける患者に対し、実際に治療装置を見せながら放射線治療につ

いて説明 

・ ４月から病理外来を開設し、病理専門医から直接病理診断結果を患者に説明（15

件実施） 

・ 平日の午後及び土曜日の午前においてセカンドオピニオン外来を実施 

・ ４月から平日夕マンモグラフィの運用を開始（76 件実施） 

・ ２月からリンパ浮腫対応施設がない県北地域において、リンパ浮腫療法士が出

張ケアを実施 

・ 入退院センターの年間利用者数は 3,541 件で、月平均 295 件 

・ 気管支鏡検査やＥＲＣＰ（内視鏡的逆行性膵胆管造影）などの検査を安全に行う

ことを目的にクリティカルパスを新規作成 
・ 手術前の口腔ケアについては、口腔内チェックや応急的歯科処置、抜歯等を実施 
・ 県内の歯科医院を対象にがん周術期口腔機能管理研修を実施（受講施設数：11施

設、受講者数：40 名） 
・ ８月から全病棟に専任薬剤師を配置し、週 20 時間以上の病棟薬剤業務を実施 
・ がん予防・遺伝カウンセリング外来については、初診 43家系 63名、再診 124 家

系 188 名が受診。発端者 21 名、血縁者 15 名の遺伝子検査を実施 
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・ コンパニオン診断として、６月に BRACAnalysis 診断システム、12 月に MSI 検査

が保険承認され、BRACAnalysis 診断システム 14名、MSI 検査 32名の検査を実施 
・ 10 月に国立がん研究センター中央病院と慶應義塾大学病院のがんゲノム医療連

携病院として指定 
イ 患者の就労等に関する相談支援体制の充実 
・ ８月から入退院センターにおいて仕事に関するアンケートを開始し、支援対象

者への早期介入を開始 
・ 離職防止のためのメッセージカードを作成し、仕事と治療の両立に悩んでいる

患者等に対して医師から手渡してもらえるよう環境を整備 
ウ 患者及びその家族の利便性・快適性の向上 
・ 全職員を対象とした接遇研修を実施し、これまで累計 292 名の職員が受講 

・ 受付順番の公平性の確保及び動線の改善を図るため、外来エリアレイアウト変

更対策タスクフォースを設置し検討を実施 

・ 売店のイートインスペースに個別飲食スペース確保のためのテーブルを設置 

・ 女性外来患者数を予測し、事前に女性外来スペースのソファーや椅子のレイア

ウト変更を実施 

・ 病院利用者から寄せられた意見や要望については、改善策を講じるとともに、よ

くある質問Ｑ＆Ａとしてホームページに回答を掲載 

・ 患者満足度アンケートの結果、評価項目の当センターを全般的に評価したとき

の満足度（「とても満足している」と「やや満足している」の合計）は、外来で 80％、

入院で 94％ 

エ 県民へのがんに関する情報の提供 
・ 市民公開講座及びがんセンター公開 Day「メディカルフェスタ」を開催し、がん

に関する情報や当センターの診療内容を広く県民に情報発信 

・ 膵がん対する正しい理解の促進を図るため、３月に県内初となる「とちぎ膵がん

教室」を開催（151 名参加） 

・ 栃木県教育委員会が取り組んだ文部科学省委託事業の「栃木県がんの教育総合

支援事業」に協力し、栃木県がんの教育連絡協議会の委員に医師が参画 

・ 当センターの医師が、県内外の小学校、中学校、高校を訪問し、喫煙防止に関す

る講演を実施（73 回実施） 

オ ボランティア等民間団体との協働  

・ 「患者サロン」では、講話（ミニレクチャー）及びウィッグ・補整下着等の展示・

相談会等を毎月定例で開催 

・ がん治療に伴う外見の変化に対して行うアピアランスケアについては男性のア

ピアランスケア研修会を開催 

・ 図書ボランティア、外来ボランティア及び緩和ケア病棟ボランティアと連携、協

働し、療養環境の向上を推進 

・ 毎週水曜日の午後、こやま文庫内に「こやまカフェ」をオープンし、全 50 回、

延べ 112 名が利用 
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(4) 人材の確保と育成  
ア 医療従事者の確保と育成 
・ 県内・県外の病院や大学等を訪問し、医師の確保が必要な骨軟部腫瘍・整形外科、

頭頸科などの医師の派遣を要請 
・ 当センターが日本内視鏡外科学会技術認定医や日本肝胆膵外科学会高度技能専

門医などの資格取得に必要な技術指導が受けられる病院であることを情報発信

（日本内視鏡外科学会技術認定医３名在籍、日本肝胆膵外科学会高度技能専門医

２名在籍、日本産婦人科内視鏡学会技術認定医２名在籍） 
・ 看護師を確保するため、看護師養成校の訪問や衛生福祉大学校就職ガイダンス

への参加、病院見学会やインターンシップを実施  
・ 看護師の資質向上を図るため、研修受講や認定資格の取得・維持のための講習会、

学会等の参加を支援（がん専門看護師資格取得 1 名、がん化学療法看護認定看護

師資格取得 1名、がん放射線療法看護分野認定看護師教育課程修了者１名） 
・ 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師等を確保するため、当センターの見学会

の開催や大学の就職説明会などに参加 
・ 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師等の資質向上を図るため、研修の受講や

認定資格の取得・維持のための講習会、学会等の参加を支援（日本薬剤師研修セン

ター認定実務実習指導薬剤師資格取得１名、栄養サポートチーム専門療法士資格

取得１名、医学物理士資格取得１名、超音波検査士資格取得１名） 
・ 育児休業から復帰した医師に配慮し、短時間勤務の制度を採用 

イ 研修体制の強化  

・ 院外研修の開催、研修案内ボードの設置、院内メールでの研修案内の発信など、

研修センターの業務を拡大 

・ 研修ワーキンググループを設置し、院内における研修体制の整備を開始 

ウ 人事管理制度の構築  
・ 医師の人事評価の試行を実施するとともに、コメディカル、看護師の人事評価項

目、方法の検討を実施 

エ 安全で安心な職場環境づくり 
・ 職員満足度調査を実施した結果、仕事のやりがいの項目で満足度（「満足してい

る」と「まあまあ満足している」の合計）が 80％ 
・ ハラスメント防止研修はこれまでの累計で 283 名の職員が受講 

オ 医療従事者の臨床倫理観の向上 
・ 全職員を対象とした研修（聴講式の講演会）を１回開催し 160 名が参加 
・ 病院臨床倫理委員会を隔月開催 
・ 患者にとってより良い医療や看護の提供につながるよう、現場のスタッフを交

えたカンファレンスを実施 
(5) 地域連携の推進  
ア 地域の医療機関との連携強化 
・ 地域連携センターが対応している他病院からの患者の予約については、全例受

け入れを原則として対応 
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・ 遠方より来院している患者だけでなく、自宅近隣の医療機関への希望がある場

合には、転医などの調整を実施 
・ 呼吸器内科医と渉外業務専門員による訪問を継続して実施し、 呼吸器内科の紹

介患者数（初診・初再診を含む）は、平成 29（2017）年度と比較し 27％増加 
・ 口腔がんや口腔外科処置が必要な症例で、歯科診療所における治療が困難な患

者を当センターで受入 
・ 当センターでがん治療を行っている患者の歯科診療については、歯科医に逆紹

介し、医科歯科連携を推進 
・ がん医療における医薬連携に関する研修会を保険薬局の薬剤師、病院薬剤師を

対象に１回開催 
・  外来化学療法トレーシングレポート活用プロトコールに基づく経口抗がん薬治

療管理について、門前保険薬局３件で開始 
・ ＣＴ、ＭＲＩ等の受託検査については、ホームページに最新情報を掲載するとと

もに、パンフレットを作成し、医療機関に配布 
イ 患者の在宅療養を支援するための病診連携の強化 
・ 医療課題がある患者が困ることのないよう、地域の関係者とカンファレンスを

通して、情報を共有し、退院してからも療養を継続できるように調整 
・ 在宅療養中の患者の緊急時の受診、入院については、医師と連絡調整し、迅速に

対応する体制を整備 
ウ 在宅緩和ケアの推進  
・ 宇都宮医療圏緩和ケア地域連携カンファレンスを８回実施。介護施設での看取

りを主たるテーマとして開催し、そこに関わる訪問看護師や診療所の医師も参加 
(6) 地域医療への貢献  
ア 地域のがん医療の向上・均てん化のための支援 
・ 都道府県がん診療連携拠点病院として、栃木県がん診療連携協議会及び各部会

を開催（栃木県がん診療連携協議会：１回開催、がん登録部会：１回開催、相談支

援部会：３回開催、緩和ケア部会：２回開催） 
・ 都道府県レベルでのがんの診療の質向上に向けた取り組みとして PDCA サイクル

研修を実施 
・ 郡市医師会向け出張講座を 11 回、地域医療機関向けの研修会を 14 回実施する

とともに、医療機関から医療従事者の実習受入れ等を実施 
・ 県内における放射線治療技術の均てん化を支援するため、県内の診療放射線技

師及び医学物理士を対象に 「直線加速器の QA（Quality Assurance）/QC（Quality 

Control）」 をテーマにセミナーを開催 
イ がん対策事業への貢献 
・ 県内のすべて病院及び指定診療所から届出を受け、全国がん登録情報の審査・整

理を行い、全国がん登録（国）に提出し、公表に貢献 
・ 県が全国がん登録の実務に携わる者を対象として実施した、全国がん登録実務

者研修会の開催に協力 
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(7) 災害等への対応 
・ 火災等発生時の患者の人命救助を確実に行うため、病棟で火災が発生したこと

を想定して、消火から避難までの総合訓練及び病棟における消防訓練と、大地震を

想定した防災訓練を実施 
・ 災害時のための医薬品や患者用・職員用の非常食及び水を計画的に更新 
・ 災害時における事業の継続・早期復旧に向けた対応のため、ＢＣＰ（事業継続計

画）検討ワーキンググループを設置し素案を作成 
２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

(1) 業務運営体制の確立 

・ 経営会議及び経営戦略会議を原則毎月開催し、毎月の収支状況、決定事項等を周

知 
・ 医療環境の変化に伴って発生する病院運営上の課題については、タスクフォー

スやワーキンググループを設置し、対応策を検討 
・ 監事と連携し、内部監査を実施し、事務部門の業務フローの見直しを実施 

(2) 経営参画意識の向上 

・ 経営に関する情報の共有化と一体感の醸成を図るため、経営会議及び経営戦略

会議の決定事項等を周知 

・ 「業務改善提案」の制度を活用し、職員からのアイデアを収集し、医療サービス

の向上や業務負担の軽減につながる取組などを実施（業務改善提案件数８件） 

・ 医療バランスト・スコアカードの手法を用いて、各部署で策定した戦略テーマを

可視化したうえで、具体的な目標を設定したアクションプランを実践 

(3) 収入の確保及び費用の削減への取組 

ア 収入の確保への取組 

・ 医療連携情報交換会は２回開催し、医師・歯科医師・コメディカルなど院外より

87 名が参加 
・ 広報紙「がんセンターだより」やホームページ、メディア等により、当センター

の診療内容や施設・組織の概要などを周知 
・ あらゆる世代の県民や地域との交流を図るため、「がんセンター出前講座」を 12

回開催 
・ 病床利用率の向上を図るため、緊急入院の患者の受入れについて、該当診療科の

病棟における対応が困難なときは、他病棟の空床を利用 
・ 初回の化学療法や気管支鏡検査の一部について、患者の安全に配慮し、外来では

なく入院で対応 
・ 診療報酬改定に伴う対応策等について保険診療委員会で周知 
・ 診療報酬改定等に迅速かつ適切に対応できるよう、診療情報管理士１名のほか、

病院会計の知識を有する職員を採用 
・ 国民健康保険短期保険証を有する患者を中心に、入院時における限度額適用認

定証の説明を重点的に実施 
イ 費用の削減への取組 
・ 病院の収支状況を月次で管理するとともに、経営会議や経営戦略会議において
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収支状況等を職員に周知 
・ 医薬品、診療材料において、適正価格での購入となるよう、ベンチマークシステ

ムを利用し価格交渉を実施 
・ 医薬品については、先発品から後発品への切替えを実施。業者との価格交渉を行

い、上半期に約 16,000 千円、下半期に約 2,200 千円のコスト削減 
・ 診療材料については、各部署に定数ヒアリングを実施し院内在庫の見直しで約

400 千円の在庫減 
・ 費用の削減を図るため、人工呼吸器の機種の見直しをするとともに、通年から必

要時のレンタルに変更 
・ 委託料については、電話交換業務委託の入札方法を指名競争入札から一般競争

入札に変更し、約 1,870 千円を削減 
・ 光熱水費については、毎月の使用電気量、使用ガス量を前年度と対比させて職員

へ周知し、節約の呼びかけを実施 
・ 診療行為別原価計算を実施するための経営分析システムの精度向上に努め、適

切なコスト管理等を実施 
３ 財務内容の改善に関する事項 

・ 経常収支 は△193,631,214 円を計上し、経常収支比率は 98.0％ 

・ 経常収支の黒字化を目指し、経営会議及び経営戦略会議を原則毎月開催し、毎月

の収支状況等を周知 

・ 診療科及び事業系センターごとに、幹部職員によるヒアリングを実施。診療科の

ヒアリングでは、近年の入院患者や収益の推移等のデータをもとに、現状の課題、

今後の方針、当センターの強みとなる高度で専門的な医療の具体例などについて

意見交換を実施 

４ その他業務運営に関する重要事項 

・ ワーキンググループによる検討会、プロジェクトチームによる会議を開催した

結果、施設の老朽化の状況から「建替」による再整備が必要であり、また、整備の

あり方として、今後の医療技術の進歩を見据えた施設への整備を方向性とした、

「地方独立行政法人栃木県立がんセンター将来構想」を策定 
・ 医療機器については、「手術室・リカバリ周術期麻酔記録システム」、「Ｘ線ＴＶ

装置」、「生化学自動分析装置」、「手術用内視鏡システム」、「超音波診断装置」など

を計画的に更新・整備（27 品目、計 245,900,144 円） 


